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鴨川市の概況

長狭地区

　※データは、平成28年4月1日現在

太平洋

江見地区

鴨川地区 天津小湊地区

〔鴨川市全体〕　　

【面積】　191.14k㎡　　

【人口】　34，247人

【65歳以上人口（率）】1２,393人（36.2％）

【15歳未満人口（率）】3,511人（10.3％）

【世帯数】　16,131世帯

【一世帯あたり人数】　2.1人
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江見地区　お花畑

長狭地区　大山千枚田

天津小湊地区

　　鯛の浦　遊覧船

鴨川地区　日本の渚百選

前原・横渚海岸



・施設数　⇒病院７、　診療所１９、歯科診療所１１
・病床数　⇒病院1,55８床、　診療所（一般・療養）３８　　　　　　　　　　　　　　　　　
・医師数４３１人、　歯科医師４８人、　薬剤師１４８人

　

　※人口10万人あたり⇒病院数、病床数、医師数は、千葉県下37市中 １位

・在宅（居宅）介護サービス事業所数　６３

・地域密着型サービス事業所数　７

・介護保険施設数　８
　　・介護老人福祉施設　3施設（２２８床）　　・介護老人保健施設　 1施設（１００床）　　　　　　

　　・介護療養型医療施設　　4施設（２０６床）

※産業別従事者数15,862人のうち、医療・福祉(介護含む)従事者数は、
　　4,550人（従事者総数の29％）
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* 介護保険施設数は、平成28年4月1日現在

* 平成26年千葉県衛生統計年報、平成27年度安房健康福祉センター（安房保健所）事業年報

医療環境の状況

介護保険の状況

　　　　　*平成28年版鴨川市統計書



対象者を問わない包括的なワンストップ相談支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

福祉総合相談センター、サブセンター

　　

●
●

鴨川市総合保健福祉会館内

　　　天津小湊保健福祉センター内

地域包括支援センターを機能強化し、

児童、障害者、高齢者、ＤＶ等に対応

する総合相談支援機関

    

平成24年４月～(市直営)
　鴨川市福祉総合相談

　センター　13名配置

２４時間

３６５日対応
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1.相談支援　

　①児童、障害者、高齢者などの生活の
困りごとや虐待等の処遇困難ケース
への対応

　②適切な保健福祉サービス提供に係る
横断的な総合調整

2.地域支援（地域づくり）　　
　　 誰もが安心して暮らし続けられよう、　

支え合いのある地域づくりを実践（コ

      ーディネート）
※市直営センターは、地域包括支援センター

　の業務に加え、生活困窮者自立支援機関の

　業務を実施

平成25年4月～　(社会福祉法人委託)　

福祉総合相談センター・　天津小湊

（サブセンター）　4名配置      　

 　
 

地域包括ケアシステムの核となるセンター設置

【平成27年度の相談件数】

○新規の相談件数　７２０件

※継続した相談対応件数

　は、年間1万件



(ア)医療施設・介護サービス資源の把握
市内の医療機関、介護サービス事業所約70箇所を訪問し聞き取り
調査（医療・介護連携コーディネータ－が調査し、情報を整理）

　　　　　　　　　　　　　　　　⇒ガイドマップ作成・啓発

在宅医療・介護の連携推進
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(イ)在宅・医療介護連携の課題の抽出と対応の協議
　　○「鴨川医療連携会議」の定期(月１回)開催
　　　〔参加者〕医師、薬剤師、看護師、介護支援専門員、訪問介護事業所管理者

　　　　　管理栄養士、亀田医療大学教授、社会福祉協議会職員、福祉総合相談センター
　　　　　保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員ほか

　　　〔課題・取組〕
　　　　平成２７年度「薬の飲み方」の啓発
　　　　平成２８年度「食べる」をテーマに
　　　　　　　　　　　多職種連携

（ウ）在宅医療・介護サービス等の情報の共有・支援
　　○病診連携会議への参加
　　　市内の病院、診療所の情報共有の場に、福祉総合相談センター
　　　の医療・介護連携コーディネーターが参加
　　○２次保健医療圏の３市１町行政担当、地域包括支援センター
　　　専門職にて、地域連携パスの仕組みづくりに取り組む
　　　〔取組〕平成２８年度は、医療・介護関係者にアンケート実施

在宅医療・介護の連携推進
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(エ)在宅・医療介護関係者の研修

　　平成２８年度在宅医療・介護連携研修会
　①平成２８年１０月１８日

　　　〔テーマ〕在宅生活で「食べること」
　　「薬の飲み方」から多職種で考える「食べる」ことへ
　　　〔参加者〕６０名（グループワーク参加者）
　　　　医師、薬剤師、管理栄養士、栄養士、保健師、看護師、介護支援専門員、

　　　　　　　　　介護福祉士、訪問介護員ほか

　

　　　

在宅医療・介護の連携推進
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(オ)在宅・医療介護連携支援センターの運営

　鴨川市立国保病院に「医療・介護連携支援室」
　を設置
　・平成２８年１０月～
　・医療ソーシャルワーカー１名配置
　・福祉総合相談センターと連携

(カ)24時間、365日の在宅医療・介護サービス提供体制

　福祉総合相談センター（市直営、サブセンター）が、

　医療機関、介護支援専門員、
　介護サービス事業所と連携
　を図り対応
　　

在宅医療・介護の連携推進
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「鴨川くすり連絡簿」による啓発
①服薬パンフレット
…専門職が意見を出しながら作成。
高齢者向けに、わかりやすい説明
となるように配慮。

②ＤＶＤの製作‥服薬パンフレット

の説明ＤＶＤ。医療連携会議にて
企画を行い、医師、薬剤師、サロ
ン参加者の協力を得ながら撮影

資料8在宅医療・介護の連携推進　（キ）地域住民への啓発



薬の飲み方や医療の受け方に関する啓発・研修

（１）高齢者サロンへ出向いて薬の正しい知識の啓発

・ＤＶＤ、パンフレットによる啓発
・薬剤師、介護支援専門員、
　管理栄養士による個別相談

（２）アドバンス・ケア・プランニング（ACP）研修会

病気などで、将来、意思決定
能力が低下したときに、どの
ような「医療」を受けたいか、
もしものときに備えた話し合
いを行う

 地域住民と医師との
グループワーク

資料9在宅医療・介護の連携推進　（キ）地域住民への啓発



①専門多職種広域連携・地域包括ケア推進セミナー
日　時：平成28年12月3日～12月４日　　
場　所：千葉県南房総市
テーマ：「チームアセスメントと多職種
　　　　　連携（館山市、鴨川市、南房総市、鋸南町）」

在宅医療・介護の連携推進
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事例検討報告

専門多職種による事例検討



　　

●

鴨川市立国保病院

(医療・介護連携支援室)

○取組の概要　　モデル地区⇒長狭地区〔高齢化率（43.5％）が市内で最も高い圏域〕　　

〔連携支援体制〕　

　がんや難病等の療養者、生活困窮者への就労支援、農業分野等の他分野との連携に

　より、複合的な課題を抱える者に対する仕組みづくり

　　　⇒　鴨川市立国保病院と、地域がん診療連携拠点病院や農林業体験交流協会等と連携

　　　⇒　鴨川市立国保病院に設置した「医療・介護連携支援室（平成28年10月～）」と連携

　　　 ⇒　居宅介護事業所、訪問介護事業所、訪問看護ステーションと連携　　　　

               

　厚生労働省モデル事業　（平成28年10月～）

多機関の協働による包括的支援体制づくり　　　　　　　　　
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●

農林業体験交流協会

(みんなみの里)

●

ホームホスピス

(NPO法人　フローラファミリー)

亀田総合病院

(地域がん診療連携拠点病院、地域難病相談支援センター)

●



多機関・多職種の連携・協働による

新たな地域包括ケアシステム
【地域の中で複合的な課題（下記）を抱えている要支援者】
○要介護高齢者と障害をかかえた子どものいる世帯

○医療ニーズの高い難病・がんを患っている者の生きがい就労

○若年性認知症や病気で就労できない生活困窮世帯　など

福祉総合相談センター

地域包括支援センター

社会福祉協議会
民生委員・児童委員

地域生活定着支援センター
ひきこもり地域支援センター

医療施設・介護事業所
がん相談支援センター
難病相談支援センター　　

など 鴨川警察署
鴨川消防署

教育、子育て支援施設
児童発達支援センター

◎相談支援に係る包括的なコーディネート
　　  ①包括的な相談対応

　　　　 ②世帯ニーズに合わせた総合的な支援
　　　　 ➂関係機関との調整やネットワーク強化

障害者相談支援
（オレンジハウス）

安房保健所
鴨川地域保健センター

君津児童相談所

社会福祉法人
ＮＰＯ

ハローワーク、農業
観光協会、商工会、企業
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関係行政機関

弁護士、司法書士



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【鴨川市の地域包括ケアシステム構築
に向けた在宅医療・介護連携の特徴】

①在宅医療や介護が必要な高齢者世帯であっても、

　一人で複数の問題を抱えている場合や、同じ世帯
(家族)の中でも、児童、障害者への対応、生活困

　窮、虐待、ＤＶなどにも対応することがあるため、
多機関・多職種協働による包括的な相談支援体制

　づくりに取り組む。

②福祉総合相談センターを軸に、市内

　及び、広域（二次医療圏／3市1町）

　連携による地域包括ケアの推進

資料13

             


